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国際教育協力論の試み一DAC新 開発戦略 をめ ぐって一1)
内海成治
はじめに
開発援助 と言われる開発途上国への資金の流れにはさまざまな形態があるが、大宗 を
占めるのはいわゆる政府開発援助(ODAOf盒cialDevelopmentAssistance)である。2)その
うち教育分野 は多岐に渡るため正確 な統計 はないが、OECD(経済協力開発機構Organiza-
tionforEcnomicCooperationandDevelopment)諸国や国連機関、国際金融機関等 を含め
たODA全 体のお よそ15%程度 と思われる。いつれに しろ開発途上国の教育開発 に多額
の国際協力が行われている。開発途上国の教育のパ フォーマ ンスは良 くなってきている
とは言 え、90年の「万人のための教育」世界会議宣言 で述べ られている「2000年までに全
ての子 どもに教育を」とい う理想 には程遠 い現状 にある。 しか し、開発 における教育の
重要性が認識 されてきた ことによ り、教育分野の援助総額 は漸増傾 向にあ り、引続 き巨
額の援助が行 われている。
OECDの3大委員会の一 つである開発援助委員 会(以下DAC)は、1996年5月に開催
された上級会合において"Shapingthe・21thCentury:TheContribudonofDevelopment
Cooperation"(『21世紀 に向けて:開 発協力 を通 じた貢献』以下新 開発戦略)と題す るレ
ポー トを採択 した。 これは今後 の開発協力の 目標及 び方向性を提言 した ものであ り、貧
困、教育、保健、環境の4分 野において6つ の具体 的な援助 目標が提示されている。教
育に関 しては次の2つ の 目標が示 された。①2015年まで にすべての国で初等教育 を普
及する。②2005年までに初等 ・中等教育 での男女格差 を解消す る。95年8月以来、外
務省 ・JICAは「DAC開発戦略援助研究会」を組織 し、新 開発 戦略 を受けての具体的施策
を含めた提言 を97年の早い時期 に作成する予定である。3)
現在の国際教育協力 に関す る研究や知見 は、新開発戦略 にみるような具体 的な目標値
や政策課題に対 して、どのような方略 を示す ことができるのであろうか。国際教育協力
の分野は開発経済や農業開発の分野 と較べて研究者 の数 も少な く論文 ・著作 も少ない。
か ってジャン ・ピアジュJeanPiagetはフランス百科全書の教育 の項 目を執筆 した際に、
教育が保健行政 に対する医学 の様 な権威 を持 った公正 な科学 に頼 るこ とができないこと
を指摘 し、十分 に練 り上げ られた教育の科学の出現 を待ち望 んだ。4)この ことは現在、
国際教育協力 の分野 において切実 な課題である。多 くの教育協力 プロジェク トの要請 ・
形成 ・実施 ・評価 を乏 しい伝統 ・知見 ・経験 ・理論 によってひとつづつ判断せ ざるを得
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ないのである。国際教育協力に関する政策課題 に応 え、また、実施 にあたっての基礎 と
なる国際教育協力学ない しは開発教育学 と名付 けられる研究領域 を早急 に整備 し、体系
化す る必要がある。
本論 はこうした問題意識の もとに国際教育協力 をめ ぐる現在 の状況を傭 鰍 し、今後の
研究領域 と方向性 を緊急の課題 である新 開発戦略 をめぐって検:討しようとす るものであ
る。
1.国際教育協力 とは何か
(1)教育 と近代化
教育活動 は生物 としての ヒ トを社会 を形成す る人 たらしめる根源的 な活動 であ り、
ジ ョン ・デユーイJohnDewey(1916)が言 うように「社会集団を形成す る各成員が生 まれ、
そ して死ぬ、 とい う根本 的な不可避 の事実が教育の必要を決定す る」5)のであ り、教育
は人間社会が形成 され るために不可欠で、普遍的な要因である。また、「社会の生命 は
その存続のために教 えた り学んだ りすることを必要 とするばか りでなく、共 に生活す る
とい う過程その ものが教育 を行 う」のである。6)人間社会が存続するために教育が必要
であ り、社会の存在が教育活動 を産みだす としている。教育 とい う言葉の意味は社会の
なかで子 どもを導 き育てることLeadingorBdngingupを意味 しているが、デューイに
言わせれば、人間は誕生 から死 に至 るまで常 に学び、そ して教 える存在であると言 うこ
とがで きる。
近代 の教育的 ヒューマニズムは、与えられた社会的な条件の なかで個人がその発達の
可能性をで きるだけ実現することを要請 している。人は教育 によって自己の可能性 を開
花 させ社会に参加す るのである。
教育はいわゆる学校 に限 らず社会のあらゆる場所(家庭、職場等)で、あらゆる時 に行
われるが、国際協力の文脈における教育の主要な関心 は、それぞれの国が法律 に基づい
て実施する教育である。 これには、 さまざまな学校で行われる公教育(正規教育)と成人
識字教育等のノンフ ォーマル教育(非正規教育)とが含 まれる。
国が法律 に基づいて実施する制度的な教育、つま り公教育の思想的な源流はフランス
革命に求められる。「公教育は国民 に対す る社会の義務 であ る」7)にはじまるコン ドル
セCondorcet(1791)の教育思想 は現代 まで大 きな影響 を与 えている。これは全 ての人が
キリス ト教会や政治勢力 からの影響 を受 けることな く自己の可能性 を開花 させるために
は、公費による公共 の教育制度が必要であることを訴えたのである。 しか し、この公教
育制度が ヨーロッパ各国において全国的な義務教育制度 として確立 したのは19世紀後半
に入ってからである。
それ以後、教育の普及は近代化の重要な柱 と して、教育制度の確立が行 われるように
なった。近代化 は政治、経済および社会文化の3つ の側面で進め られるが、その3つ の
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側面のバランスが重要である と指摘 されている。8)日本の近代化の過程 においては教育
を含めた社会文化的な近代化が相対的に遅れていた。9)それゆえに教育内容が市民の形
成 より国家 目的に偏 る傾向が見て取 れる。バ ー トラン ド・ラ ッセルBertrandRussell(19
26)は、戦前の日本 の教育 について、その目的 は「感情の訓練 を通 じて国家 を熱愛 し、身
につけた知識 を通 じて国家 に役立つ市民 を作 りだすことにある」と指摘 している。10)し
か し、 これは 日本 だけが特殊 なわけではな く、「あ らゆる大 国に顕著 に見受 け られる一
つの傾向を最 も明瞭 に示 している」のである。11)
独立以後、急速に近代化の過程 を進めている開発途上国においても、公教育制度が独
立直後か ら急速 に整備 された。1965年か ら85年までの20年間に低所得国 において も初等
教育の総就学率は44%から67%に上昇 した。 これは同 じ期 間における人口増加率、特 に
学齢期児童の増加 を考慮するならば、20世紀後半 は教育の世紀 と言われることも頷 ける
であろう。 しかし、一方 において、近代公教育の制度 と内容が市民社会 をめざす普遍主
義的な側面 を持 っているために、それぞれの国の固有の文化や価値 と対決せ ざるを得 な
かった。例えば、小馬徹(1992)は旧植民地の境界 を温存 したままで独立をはた した若い
アフリカ諸国は「植民地時代の負の遺産を償 うためばか りではな く、国内を実質的に統
一 して国民国家 という新 しい価値 を創出するためにも、西欧型の教育をその最良の手段
として採用 したことになる」と述べている。12)
(2)経済開発 と教育
国際教育協力が開始された当初、教育協力の最終的な目的は経済開発 における人材育
成、マ ンパ ワー開発であ り、それに対す る援助 と考 えられてい た。つま り、開発 のため
の教育EducationforDevelopmentを意味 していた。
経済開発における教育の役割が重視 されるようになったのは、アメ リカを中心 とした
人的資源論の提唱 による。1960年、アメリカ経 済学会の会長 に就任 したテオ ドール ・
シュル ツ.TheodorewSchultz(1971)は「人的資本への投資」と題する就任講演 を行 った。13)
それは労働者の質、つ まり教育や訓練が経済成長の重要 な鍵であ るとして、その分析
を行 った ものである。こうした分析 をもとに教育による労働者の質的向上が経済発展 に
寄与する として展 開されたのがマンパワー理論、人的資源論、人的資本理論である。人
的資本への投資は保健 医療や人の移動 など多方面 にわたる投資 を意味 しているが、 とり
わけ教育は人的資本形成の中心 となる課題である。
経済発展のための人的資本形成 とは、先進 国においては技術革新 と経済成長 を背景に
して増大するマ ンパ ワー需要 に対 して適切 な教育計画 を形成す ることを意味 していた。
しか し、途上国にあって教育 は社会経済的インフラの一環 としての人材創出、労働力の
量的質的拡充 とい う経済 開発 の側面 を担 うばか りでな く、国民 としての アイデ ンテ ィ
ティーの確立、国家 としての統一、公用語の普及な ど国家及び国民形成のための教育、
すなわち国民教育 の普及 も重要な課題であった。教育は学校教育にか ぎって も人口の25
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～30%が含 まれる巨大な事業であ り、先進国においては国家予算の12～15%が教育予算
にあて られ、教育支出全体 はGNPの4～6%に のぼる。そのため教育 開発 の推進は財
政的に厳 しい状況にある途上国では非常 に困難であ り、援助が要請 されたのであ る。新
たに独立 した開発途上国か らは、人材が不足 し、高価 な施設 ・機材 を必要 とする高等教
育 と職業教育分野での援助要請が強かった。
教育の経済成長 に対す る促進効果 を指摘す る人的資源論 と途上国か らの援助ニーズが
あいまって、教育協力は早 くも60年代 から始め られているが、本格化 したのは70年代で
あ る。この ころの教育援助 は技術教育 と高等教育分野 の施設建設や技術協力 が中心 で
あった。ところが、失われた10年と言われる80年代の世界的 な不況 の中で教育援助 は低
調 となり足踏み状態が続いた。同時に80年代は、新たに独立する国や経済危機 に陥る国
が出現 したことによ り援助対象国が増大 し、教育援助 の領域 も高等 ・職業教育のみなら
ず初等教育に拡大 して きた。内容 に関 して も教育計画 と立案、教育行政官 の研修、カリ
キュラムや教科書の改訂、教員研修な ど教育の効率化や質的な改善につながる ものへ と
拡大 されかつ多様化 していった。
80年代後半 から初等教育 ・基礎教育への援助が多 くなる と共に経済 開発 と教育協力 を
ス トレー トに結びつける論調 は影 をひそめ、教育の普及やその質的な改善 など教育自身
の発展が 開発の 目的である とい う考え方が大勢 を占めるようになった。教育が開発や経
済成長の基盤 としての人的資本の育成 と言 う側面があることは否めないが、教育は固有
の価値 を有す る営みであ り、教育普及 は国家の義務 であ り、国民は教育を受ける権利 を
有 することから、教育それ自身が価値のある開発の対象 として認識 されるようになった
のである。これは「開発における教育の発見」と言 えるであろう。 また、教育の普及は保
健衛生、農業、人口、環境、女性、民主主義や参加型 開発 などのいわゆる地球規模の課
題解決の基盤 と考え られている。 こうした流れが定着 したのは1990年の「万人のための
教育」世界会議である。
(3)「方人のための教育」世界会議
1990年にタイのジ ョムチ ェンで開催 された「万人のための教育」世界会議は、155の政
府 、20の国際機関、150のNGOが参加 した大 きな教 育会議 であった。この会議 はあ ら
ためて深刻な途上国の教育の現状 を広 く知 らしめた。会議 で採択 された「万人のための
教 育世界宣言 一基礎的な学習のニーズ を満 たす一」の前文 は次のように教育の状況 を報
告 している。14)
・6千万人の女子 を含む1億 人以上の子 どもが初等教育 を受 ける機会が ない。
・9千6百 万人以上の成人が非識字者であ り、そのうちの3分 の2は 女性 である。
・世界の成人人口の3分 の1は 、生活の質を改善 し、社会や文化の変化 に適応 して行
くための知識や、新 らしい技能 ・技術 を印刷物か ら得 ることができない。
・1億人の子 どもと成人が基礎教育課程 を修了 しないか、あるいは必要 とされる年月
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を学校で過ご して も必 要な知識 ・技能を獲得することがで きないでいる。
会議の中で、途上国においては教育 開発 に対す る取 り組み を強化すること、援助機関
に対 しては教育分野へ の援助の拡大が呼びか けられた。そ して非識字人口や未就学児童
の増大は地球全体 の課題であ り、環境問題 とならんで国際社会が緊急 に取 り組まなくて
はならない課題 とされ、2000年までにすべ ての人 に教育 を与 えることを政策 目標 にす る
べ きことが宣言 された。
この会議の意味はいろいろ考 えられるが、教育 開発 の立場か ら最 も重要な点は、基礎
教育の完全普及が理念 から政策目標になった ことにある と言 える。つま り、「万人のた
めの教育」が ヒューマニズムの表明から、具体 的な教育計画 として取 り組まれることに
な り、それに対する国際的な支援が開始 されるきっかけ となったのである。こうした状
況は、60年代前半 のユネスコ(UNESCO国連教育科学文化機 関)を中心 として教育 開発
のためにカラチプランやアジスアベバプランなどが相次いで発表された時代 を思 わせる。
国際的な教育普及に関するリーダーシップは50年代か ら一貫 してのユネス コが担 ってい
た。その表れが一連の地域教育開発会議 だった。 しか し、ユネスコは80年代 になるとア
メ リカと英国の脱退 に伴 い財政的な危機 を含 めた低迷の時期 をむかえ、ユネス コにか
わってUNDP(国連 開発計画)やユニセフ(UNICEF国連児童基金〉な どの国連機関お よび
世界銀行(以下世銀)が教育開発 をリー ドするようになった。ジ ョムチェンの会議 はこう
した流れのなかで行 われたのである。15)
教育 と開発 に関する90年代 の時代 思潮 は60年代 と較べ てい くつかの点で決定 的に異
なっている。ひ とつは、既 に述べたように開発そのものについての考え方が この30年間
に大 きく変 ったことである。かっては開発 とは経済成長であ り、所得の向上 を意味 して
いたが、現在では教育普及 自体が開発の重要な一部であるとの考 えが、広 くコンセ ンサ
スを得 ている。二つ 目は、多 くの途上国が世銀 や地域開発銀行(アジア開発銀行等)、ユ
ニセフなどの支援 によって具体的な行動計画 を策定 し、その計画に基づ いて各援助機関
が協調 して教育協力をするようになったことである。基礎教育の普及が かってのように
途上国の自助努力だけではな く、国際的な協調援助 を前提 とした開発計画の中で実施 さ
れている。3つ 目は基礎教育 に関するプロジェク トは、対象地域が広 く、 また、.対象人
口が多 くなるため大型化 しやす く、援助協調が一般的 に行われるようになったことであ
る。これまでの教育援助 はキングKenneth照ng(1991)が指摘す るように教育分 野の二
国間援助では、帰国留学生等の関係 もあって援助国 と被援助国の教育官僚 との個 人的な
繋が りによる支援が多 く見 られたのである。16)
(4)DAC新 開発戦略
新 開発戦略は1996年5月にDAC上 級会合 において採択 された もので、この取 りまと
め には日本が主導的な役割を果たした。17>この報告書は 「序文お よび要約」と第1部 「前
進への ビジョン」、第2部 「将来の課題 に対する新たな戦略」そ して付属資料か ら構成 さ
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れている。
このうち最 も重要な部分 は第1部 である。 これはA、B、C、Dの4部 に分 れている。
Aは 「世界 的な転換期 における新 たな課題 と機会」と題 して想定 される21世紀の状況 を列
挙 している。開発途上地域が経済的に成長 し21世紀の前半 には世界の経済規模の半分 を
占める、人口が2013年には約75億人になる、経済の相互依存関係 が深まる、経済格差 は
広が り貧困はな くならない、環境が悪化する、人類の安全 と幸福 のために環境的側面の
みならず社会的、文化的、政治的側面か らも持続的発展 を支援する必要がある等 の点が
挙げられている。
Bは「守るべ き利益」であるが、 ここは分 りに くい部分 である。テーマは、なぜDAC
諸国は毎年600億ドル ものODAを 支出 しているのか とい うことである。3つ の答 えが
述べ られている。人道的配慮、援助国の自己利益、連帯意識である。 しか し、 この点に
関 しては、DAC加盟国はそれぞれの政策 と目標に従 ってODAを 実施 してお り、この3
つ とは限らない し、人道的配慮のみで実施 している国もある。
Cは 「実績 と教訓」である。過去の開発援助の有効性 を問う部分である。教育 も含めた
幾つかの指標 はこの数十年 間に大 きく前進 したごとは否めない。 しか し、その半面 うま
くいかなったことも数多 くある。この章の最後の部分で次の様 に述べ られているζとが
印象的である。「開発 と開発協力 は人間の経験その ものの反映である。それは決 して単純
で整然 とした進歩の物語ではない。後退 もあれば、資源の浪費 もあ り、援助計画が稚拙
だった り、運営方法の失敗 から非建設的な結果 に終 わったものさえある。一部の国は過
度 に援助に依存す るようになってしまった。(中略)これらの基本 的な教訓から導かれた
われわれの総合 的な結論は、開発協力 はしばしば決定的な重要性 を持つものの、それは
途上国の人々、組織 や機関お よび政府の努力を補完する ものに過 ぎないということであ
る」(8ペー ジ)。
Dの 「ビジ ョンを明確 にするための 目標」はこの報告書全体のカナメである。90年代 に
相次いで開催 された国際的な会議 やサ ミッ トを踏まえて、DAC諸国の開発援助 の目標
を3領 域4分 野で提示 している。
①極端 な貧 困状態 におかれた人々の比率 を2015年までに少な くとも半減 させ る(経済福
祉領域)。
②2015年までにすべての国で初等教育 を普及 させる(社会 開発領域:教 育分野)。
③2005年までに初等 ・中等 における男女格差 を解消す ることによって、男女平等 および
女性の地位の向上(エンパワーメン ト)に向けた進歩 を示す(社会開発領域:教 育分野)。
④2015年までに各途上国の乳児および5才 未満の幼児死亡率 を1990年の水準の3分 の1
に低下 させ る(社会開発領域:保 健分野)。
⑤2015年までので きるだけ早い時期に、適切な年令 のすべての個人が、基礎保健 システ
ムを通 じて性 と生殖に関する保健医療サー ビス を受 けられる ようにす る(社会 開発領
域:保 健分野)。
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⑥2005年まで にすべての国が持続可能 な開発のための最新 の国家戦略を策定する。それ
によって、2015年まで に、森林、漁業、淡水、気候、土壌、生物多様性、オゾン層、
有害物質の集積お よびその他の主な指標 に表れる現在の環境資源の減少傾向が、世界
的な基準 および国別基準の双方 に照 して効果的 に改善 されるようにする(環境の持続
可能性 と再生領域)。
教育はある意味で貧困、保健、環境の全 ての領域 と分野の基礎 であ り、並列 とは言 い
に くいものの、この ように6目 標の うち2つ が具体 的な教育開発の課題であるこ とは、
国際的な援助外交の場で教育の重要性が強 く認識 されていることを反映 している と言 え
よう。
すべての国での初等教育の普及は「万人のための教育」世界会議 において2000年までに
到達すべ き課題であった。 しか し、現実には2000年における初等教育 の完全普及 は困難
である。それではDAC新 開発戦略の2015年には 目標 が達成で きる可能性 はあ るのかと
言 えば、困難である ことは変 りないが、近い状態にはなる と思 われる。 こうした国際的
な目標が採択 された ことは大 きなイ ンパク トを与 えるからである。
次の2005年までの初等 ・中等教育での男女格差 をな くす と言 う課題 は、教育における
新 しい課題 の提 出として受け止められている。男女格差の原因は貧困の他 に歴史的社会
的に形成 されてお り、教育の場のみでは解決で きない課題だか らである。
第2部 はこうした目標 を受 けて、 どのような開発協力 を行 うのかをテーマ としている。
ここでのキーワー ドはオーナーシップとパー トナーシ ップである。オーナーシップとは
途上国の主体性のことで、開発援助 はあ くまで も開発途上国の主体性 の上で実施 される
ことを明記 している。パー トナーシ ップとは援助す る側が取 らね ばない行動 の規範 と
言ってよいであろ う。第2部 のBの 部分「効果的なパ ー トナーシップに向けての協約の
強化」では、援助国 と途上国が共同で責任 を負 う分野、途上国の責任分野、外部パー ト
ナーの責任分野 をそれぞれ項 目として挙げている。例えば、途上国側の責任分野は、適
切なマクロ経済政策の維持、信頼で きる政府 と法の支配の促進、効果的な税制や生産的
な公共支出 を含む健全 な財政運営を行 う等である。 また、外部パー トナーの責任分野 と
しては、優先的分野の需要 を満た し、合意 された開発 目標の達成に向けた追加的資源の
活用 を促進するための信頼性 のある適切 な支援、途上国に十分 な機会 を与 えるような国
際的な貿易 ・投資制度の整備、途上国の能力 の強化 と参加の拡大 を支援 し、援助への依
存 を避ける、などである。
第2部 のオーナーシップ ・パー トナーシップへの言及 も重要であるが、 この新開発戦
略の眼 目はさきに述べた6つ の目標 を掲げたことであ ろう。外務省 の広報パ ンフレット
「21世紀への新 たな挑戦」のなかでは次のように述べ られている。 「DACの新 しい開発戦
略は、21世紀を見据 えた長期 的な援助の指針 を示す もの として高い評価を受けてい ます。
この開発戦略をまとめるにあたっては、 日本が 中心 となり主導的 な役割 を果た してきま
した。開発戦略 に取入れられた具体的な目標 は日本が強 く主張 した もので、客観的に評
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価 できる結果重視(Output-odented)の目標 を掲げた ことに、その最大の成果があ ります」。
結 果重視の目標 は、 これまでの 日本の 開発協力がhlput-odentedであったことを考 える
と、大 きな飛躍 として評価できる。 しかし、国際教育協 力に関 してみるな らば、その流
れは、すでにアウ トプットか らプロセスの重視へ と大 きく動いている と言 うのが筆者の
判 断である。このDAC新 開発戦略の国際教育協力への最大 のインパク トは、結果重視
もさることなが ら、教育 における女性 の格差是正 を目標の一つに したことだと考 えられ
る。このことの意味は5章 で検討する。
2.開発途上国の教育の現状 と課題
全ての子 どもに教育 をあたえる とい う教育的 ヒューマニズムの課題 は、20世紀後半 に
なって、やっ と達成することが見 えて きた。現在 は過去の どの時代 より文字の読み書 き、
数 の計算がで きる人の数が多い。このことは人類の大切 な財産であ り、守 りかつ前進 さ
せ て行かな くてはならない歴史的な課題 である。
第2次 大戦後、相次 いで独立 した国々は、独立直後から教育開発 に大 きな努力 を払 っ
て きた。これは植民地政府下 での教育が キリス ト教の伝道ない しは官吏養成 を目的 とし
た極めて限 られたものであ り、国民教育 と言い得 るものは実施 されていなかったか らで
ある。60年か ら70年代 にかけて、途上国全体 の初等教育就学率 および識字率は、10年間
におよそ10%の率で上昇 した。初等教 育就学率は65年には65%程度 であ ったが80年代半
ばには80%を超えるようになった(サブサハ ラアフリカでは45%が70%程度 になった)。
これは途上国の高い人口増加率 を考えると評価できる数字である。
80年代以降の経済的に困難 な局面 を迎 えて、南 アジァ、中南米、アフリカ地域ではほ
とん どの国がIMF(国際通貨基金)と世銀 に よる構造調整融資 を相次 いで受入れ るよう
になった。特 に、アフリカでは31ヵ国が強度の構造調整 と言 うべ き世銀の低所得債務 困
窮 国特別支援計画 を必要 としてお り、一部の国 を除いてアフリカの経済は引 き続 き危機
的状況にある と言 えよう。また、社会的 には、人口増加率が依然 として高 く、都市へ の
人 口流入が続いている。政治的に不安定 な国もあ り、さらには内戦 を経験 している国 も
ある。この ような経済的、社会的、政治的に困難 な状況は教育開発に大 きな影 を落 とし
ている。18)
現在、開発途上 国がかかえている教育の課題は多 く、教育課題の重要性 やプライオ リ
テ ィーはそれぞれ異なっているが、全体 として見 るとい くつかの問題点 を挙げることが
で きる。すなわち、初等教育就学率の停滞、質の低下、中等 ・高等教育の弱体化、多文
化多言語社会への課題、地域ニーズ とカリキュラム、男女格差 、学歴 インフレである。
また、それぞれの地域や国によって開発の段階が異 なり、社会のタイプによって も教育
の在 り方は違 っている。地域 と社会の タイプのちがいによる教育課程 に関 しては8節 に
まとめた。
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(1)初等教育就学率の停滞
初等教育就学率は低所得国で も65年から85年までの20年間に44.1%から67.3%に上昇
し、途上国全体の初等教育就学率は80年には概 ね80%の水準 になった。 また、中所得国
以上の国はほとん ど100%に達 している。 しか し、不安定 な社会経済的状況 は教 育面で
は初等教育就学率上昇の停滞 となって表れている。特 にサブ ・サハ ラ ・アフリカでは就
学率の上昇率が停滞 し、さらに就学率その ものが低下 している国 もある。
こうした就学率上昇率の停滞ないしは就学率低下の原因 としては、さしあた り4点 ほ
ど考えられる。ひとつは初等教育が行 き渡って80%を超 えるようになると、新たに就学
する層が社会的にmarginalなグルー プに移行す るため に、これ まで以上の努力が必要
になっていること。19)2番目は経済危機そ して構造調整政策 による教育費の削減、学校
建設の減少、教員の削減 などによる量的な伸 びの減少。3番 目は貧困層の増加 と学校の
事実上の有料化 によって、親の教育費が増加 し通学で きない子 どもが増 えることである。
4つ目は長引 く経済危機 は社会資本 を枯渇 させ、地域 コ ミュニティーが弱体化 している
ことである。初等教育はコミュニティーが支えて きていることか ら、管理運営を含めた
さまざまな面で大 きな影響 を受ける。 この2番 目と以降の要因は構造調整に関連 して多
くの国で進 められている社会救援基金、いわゆるセイフティーネ ットプログラムが必要
とされる要 因で もある。
(2)教育の質の低下
開発途上国の教育課題 の2番 目は質の低下である。多 くの国では財政危機 と構造調整
政策 によって教育予算が押 さえられ、教育公務員が削減されている。そのため学校建設
や教員の数が児童 の増加 に追 い付 かず、100人もの児童が一教室 で学ぶ過密化や、机 ・
椅子の不足、教科書の不足等、児童の学習する環境が劣化 している。また、教員給与が
低 く押 さえ られ、教員研修の機会が減少することから、教員の知的向上が阻害 される と
ともに教員の社会的ステイタスが低下 している。
教育予算 に関 して、GNPに占める割合 をみ る と、低所得国で は65年か ら85年にかけ
てほとんど変化 していない。それ以外の国ではそれぞれ1ポ イン トつつ増加 してい る。
また、小学生1人 当た りの教育費(ユニ ッ トコス ト)はほ とん どの国で増加 し、特 に高所
得国では約2倍 になっているに もかかわ らず、低所得国では40.7ドルから30.9ドルに低
下 している。ユニッ トコス トの高所得国 と低所得国 との比は85年には1:50であ り、貧
しい国の小学生にかかる教育費用は高所得国の50分の1に す ぎない。表1に 見るように
この比率の格差は65年か ら一貫 して拡大 し続けている。
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表1小 学生一人当 り公的経費の平均値1965-85年(85年US$に換算)
国の所得水準 1965 1970 1975 1980 1985
?
?
?
?
?
?
?
??
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
40.7
72.5
194.3
824.5
38.7
71.3
197.9
841.7
40.7
81.6
258.9
1117.6
29.4
75.5
255.7
1382.8
30.9
101.7
296.6
1551.4
低所得国と
高所得国との比 1:20 1:22 1:27 1:47 1:50
出 所:Loc㎞eed,M.Eetc.(1991)`TmprovingPrimalyEducationinDevelopingCountry",
P.23.
(3)中等教育 ・高等教育の弱体化
中等教育 と高等教育 に関 しては、80年代後半か らの国際機関や援助 国の基礎教育重視
政策にともなって、海外 からの援助が相対的に手薄 になっている。 タイ、イン ドネシア
をはじめ とする東南 アジアでは、すで に初等教育は普及 し、前期 中等教育の義務化 ない
しは全入が課題である。また、工業化の進展 にともないエ ンジニアの不足が深刻化 し、
急速 な工業分野の高等教育の開発が必要となっている。
い くつかの途上国 と先進国の教育 コス トを比較す ると、高等教育の学生一人当た り
の教育 コス トは先進国グループでは、初等教育の17.6倍だが、途上国では87.9倍かかっ
ている。一方、卒業生の収入の比較では途上国で は6.4倍である。こうした状況 をふま
えて世銀 の教育政策 レポー ト(1995)やトダロMichaelTodaro(1997)は、開発途上国の中
等教育 ・高等教育は初等教育 に較べて金がかけすぎであ り、学生が優遇され過 ぎている
と批判 している。20)
トダロは「高等教育 を受 けた者 と初等教育 を受けた者の相対的な収入の格差 と、教育
費用 の格差の大 きな隔た りは、途上国政府が過去に高等教育 に対 してあま り賢明 とは思
えない過剰投資 をして きたのではないかということを意味 している」と指摘 している。21)
しかし、途上国の高等教育 の財政 をユニ ッ トコス トのみで比較するのは、かな り問題
がある。なぜならば、開発途上国においては高等教育が大衆化 していないため、ユニ ッ
トコス トは高めにでるからである。これは19世紀 の英国や明治期の 日本のことを考 えて
も理解で きる。 また、教官の育成や実験施設等のコス トはすでに高等教育が充実 してい
る先進国 と較べてコス ト高 になることは否めない。 これは途上国の高等教育が発展途上
にあることの表れであ り、 また、アフリカの一部の国 と東南 アジアの国々とでは高等教
育の課題 は大 きくことなるため、過剰な投資かどうかは、 もう少 し慎重な論議が必要で
ある。
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(4)多文化多言語社会の課題
開発途上国 に限 らず、すべての国は大かれ少 なかれ複合民族 国家である。開発途上国
では独 立に伴 う国民的統合 のため に、公教 育 においては、統一 されたナシ ョナル カリ
キュラムを採用することが多かった。現在では、国家 を構成す る各民族それぞれ に固有
の文化や言語 を尊重 した基礎教育の必要性 に関する認識が高まっている。それぞれの民
族 の言語や文化 を尊重 した教育の実践 には、民族語 の調査研究、言語政策やマス コミ政
策の見直 し、カ リキュラム開発 を伴 う大 きな教育改革が必要 となる。
(5)地域 ニーズとカ リキュラム
クームス らCoombsP.H.andMangoorA.(1974)は、途上 国の人 口は農村部 に多いに
もかかわらず、カリキュラムが農村 での生活を前提 としたものになっていないために、
人々の教育ニーズ と掛け離れている と指摘 している。22)彼等 によると現在の初等教育は
地域 を問わず、3R's(読み ・書 き ・計算)を基本 とした基礎教育である。それ以外 に農
村 にすむ人々が必要 とす る教育ニーズ としては家庭生活改善のための教育(各種技能、
家政、家の修繕等)、地域社会改善のための教育(地方や国の行政の仕組の具体的な提:示
等)、職業教育(特定 の職業に必要 な技能)が軽視 されている。一般教育 中心 のカ リキュ
ラムが農村部の人々を学校か ら離れさせ、地域格差 を増大 させ る一 因になっているとの
指摘である。
初等段階でのカリキュラムの内容 を地域 に密着 させた ものにすることは、非常に困難
である。それ は基礎教育 には、3R'sの指導以外 に も歴史、社会、道徳、理 科、体 育、
芸術等の教科が含 まれる。家庭生活や職業 に必要な多 くの知識技能を学校教育 に含める
にはどうした らよいのであろうか。これは地域 コミュニティーや家庭の教育的役割 も関
係する課題である。地域や家庭が担 っていた教育のすべ てを学校教育 に取 り入れること'
はで きないのである。その意味で農村部 の経済的な危機 はコミュニティーと家庭 を脆弱
に し、地域や家庭における教育の基盤 を弱体化 させ ているといえよう。
(6)男女格差
男女格差 は、基礎教育段階で も南 アジアやアフリカ、そ して中南米の先住民 において
顕著である。 さらに中等教育段階以後は性 による格差が増大 している。これには貧困の
みならず、農村が伝統的な社会規範や価値観を色濃 く保持 していることや、宗教の影響
が強い。
(7)学歴 インフレ
開発途上国 における学歴 インフレは ドーアRonaldP.Dore(1976)の『学歴病 新 しい
文 明病』によって広 く知 られるようになった。23)学歴病 とは学校 に教育の内容 よ りも、
その卒業証書が必要だか ら行 くとい う傾 向のことである。 ドーアの言 うように「学歴稼
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ぎ」はどこの国で も広 く見 られ る現象 であるが、彼が検証 したのは、学歴病の後発効果
である。一国の開発努力の開始が世界史上の遅れた時点であればあるほど、学歴主義が
それだけ根強 く、 しか も、その影響は一層破壊 的であるという傾向を分析 したものであ
る。
学校教育の社会 における機能の一つが、職業 を振 り分けることにある限 り、 より高い
学歴がよ りよい職業 につ くための条件 になることは避 けられない事実である。それゆえ
に高い学歴を求めて予備校や私塾へ通 い、自分の適性 よ り収入の高い仕事 につ くため に
学校 を選択す ることになる。学歴病の後発効果の理由の一つは、 開発途上国では学歴以
外 に職業の選択 を左右する条件が無いからである。 ヨーロッパ諸国には近代部 門への選
抜 に関 しては、幾つかの段階 を通 してふるい分 ける学校体系 とシステムが存在する。 し
か し、近代部門が相対的に少 なく、既存のシステムが無い場合 には学歴病が激 しくなる
と考え られる。また、開発途上国においては高等教育の学費が安 く設定され、成績優秀
者 には学費無料で奨学金の出 る場合が多 く、高等教育の個人収益率を非常 に高 くしてい
る。 こうした状況 は高等教育 における学費の値上げや私学振興 の根拠 になっているが、
(3)で述べたように慎重 に検討すべ き課題である。
学歴病の根本的 な解決策 を見 いだす ことは困難であるが、就業の時期 を早 くして、就
業後に高等教育を履修する方法や入学試験 に適正テス トを利用する等の方策が考えられ
ている。
(8)地域 ごとの傾向
教育の発展は政治経済的な要因と同時 に、歴史 ・社会 ・文化的な教育の内発的な要因
も大 きな影響 を持つ と考えられるため、それぞれの地域に独 自の傾 向が強 くうかがわれ
る。表2は 各地域 における教育開発 と援助の方向性 についての概要をまとめたものであ
る。東 アジア、東南 アジア、中近東および中南米では、初等教育の普及 は達成 され、教
育開発の中心は中等教育以降 になっている。また表には記 していないが、南太平洋で も
多 くの国の課題 は中等教育である。一方、南アジア とサブ ・サハ ラ ・アフリカでは引続
き初等教育や女子教育の普及が大 きな課題 となっている。
ヴェ トナム、ラオス、カンボジアや今後の ミャンマー等 は社会主義から市場経済 に移
行するために、教育開発 において もこれ まで にない状況 になる。ファーガー リン ドら
Fagerlind,1.andSaha,L.」.(1989)は社会のタイプにしたが って教育開発の状況 を検討
している(表3)。24)これは89年の文献 であるため表中に社会主義 とあるが、 これらの国
の多 くはすでに社会主義から市場経済的な政策 に移行 している。 しか し、 こうした移行
期 にある社会の教育 開発 を考 える際にこの分類 は参考 になる。例えば、イン ドシナ3国
の ようにDの 状況か らBへ 移行す る国の教育開発 は識字や初等教育 から全 てのレベル
での教育の拡大 に向か うことが示唆 されてお り、中等および高等教育の拡大が社会的に
要請されることが予想 される。
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表2教 育開発 と地域の特性
地 域
東 アジアと
東南 アジア
南 ア ジ ア
中 近 東
ア フ リ カ
中 南 米
東 ヨー ロ ツパ
教育開発の方向性と課題
・初等教育はすでに普及 し、教育開発の中心は中等教育に移行し、そ
の義務教育化が進む。
・経済発展にともない高等教育卒業者の需要が高まり、大学の大衆化
が進む。
・中等教育以上の教育施設や教員の質的向上、高等教育および研究分
野への要請が強い。
・初等教育の普及が遅れており、特に女子の初等教育就学率向上が緊
急課題。
・学校建設、教員養成、教材および教科書の開発など初等教育を中心
とした教育インフラの整備への援助要請が強い。
・中等教育、技術教育の質的改善が必要。
・教育方法、教材開発、実験施設などの教育の質的な改善を目指した
技術教育協力の要請が強い。
・経済不況と政治的な不安定要因を抱え基礎教育が進んでいない。
・教育行政、教育計画、学校建設、女子教育など基礎教育分野への重
点的協力が必要。
・開発計画の策定や教育行政分野の援助要請も強い。
・初等教育はすでに普及し中途退学と留年が課題。
・中途退学者へのノンフォーマル教育や教師研修などの質的向上に対
する協力が必要。
・教育水準は高 く、技術教育や高等教育での改革が必要。
・市場化経済運営の為の人造 り、産業教育および環境教育分野の技術
協力要請が強い。
出所:内 海成治(1995)「開発 と教育」『国際協力概論 一地球規模 の課題』JICA国際
協力総合研修所82ペー ジを改訂。
こうした傾向をふまえつつ も、それぞれの地域、国は固有の教育課題 を担 っているた
めに国際教育協力の実施にあたってはそうした問題を抽出 ・理解するための個別の研究
が不可欠である。また教育分野の援助 ニーズ、実施方法はそれぞれが特殊であ り、個別
のプロジェク ト実施に当たってはそれぞれに処方箋が必要だか らである。
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表3社 会および開発のタイプと教育
社会のタイプ 開発のタイプ 教育と開発の関係
A.発 達 した資本
主義(米 国、イ
ギリス、西 ドイ
ツなど)
1.資本集約的 自由市場
2.歴 史的に発達 した産業
3.資本集約的技術
4.平等 より成長を優先
5.輸 出市場志向
1.教育への高い参加性
2.個 人の達成のための教育
3.教 育の高い固有 の価値 を強調
4.教 育の隠 された思想性(ヒ ドン ・カリ
キュラム)
5.開 かれた雇用 と選択 システム
B.発 達度の低い
資本主義(ブ ラ
ジル、ナイジェ
リア、ケニアな
ど)
1.国 際資本主義 システムへ
の統合:自 由主義経済
2.二重経済:小 工業が基礎
3.中 間的技術:資 本集約的
技術志向
4.平 等 より成長 を優先
5.輸 出市場志向
1.すべてのレベルでの教育の拡充
2.個 入の達成のための教育
3.ア カデ ミックカリキュラムの価値づけ
が高い:公 的部 門へ の高い志向性
4.教 育 の隠 された思想性(ヒ ドン ・カリ
キュラム)
5.エ リー ト雇用(開かれていない)と選択
システム
C.発 達 した社会
主義(ソ連、ポー
ランド、チェコ
スロバキア、東
ドイツなど)
1.計画的な資本の集約
2.計画的で急速な産業化
3.中間的労働集約的技術
4.成長より平等を優先
5.国内市場志向
1.教育への高い参加性
2.集 団的達成のための教育
3.教 育の手段的価値の強調
4.教 育の思想性が明確(新 しい社会主義
的人間)
5.計 画的雇用 と選択システム
D.発 達度 の低 い
社会主義(中 国、
キューバ、アン
ゴラ、エテ イオ
ピアな ど)
1.国際資本主義 システムと
の断絶:計 画経済
2.二 重経済:小 工業が基礎
3.中 間的技術:資 本集約的
技術志向
4.成 長 より平等を優先
5.国 内市場志向
1.識字教育拡大 と初等教育の普及 を優先
2.個 人の達成のための教育
自己独立のための教育
3.職 業カリキュラムへの高い価値、農業
の優先性が高い
4.教 育の思想性 が明確(新 しい社 会主義、
新 しい国家のアイデンティティの形成)
5.計 画的な雇用と選択 システム
出 所FagerlindI,etaL(1989)"EducationandNationalDevelopment"p238.
3.国 際教育協力の取組み
(1)教育協力の国際的な動向
カルクロー らColclough,C.etc(1993)は「万人のための教育」を実現するために必要 な
経費のシュ ミレーションを行った。25)それによると1990年か ら2005年に総額1460億ドル
($6年の価格)必要であ り、その うち、教育援助 として外部か ら投入 される必 要額は300
億 ドルであるとしている。つ まり、15年間にわたって年 間20億ドル、90年価格に直すと
毎年25億ドルの教育援助が行われねばな らない。
92年にパ リで開催 されたDAC基 礎教育会合 では、合意にはいた らなかったが教育援
助 を70年代 の16～17%の水準 にす ることが話 し合 われた。現在のOECD加盟国の2国
間ODA総 額 は400億ドル、教育援助 は約10%で40億ドル と考 えられ るため、16～17%
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とい う目標水準 になる と教育援助総額 は64～68億ドル にな り、 カル クロー らの シュ ミ
レーションの結果に近い25億ドルの追加援助が行 われることになる。
こうしたシュミレーシ ョンには、 さまざまな外部要 因を確定す ることが困難 であ り、
また、援助の増額が必ず しも就学率や教育水準の上昇 に結 びつかないのは経験的事実で
ある。 しか しなが ら、世銀 や地域開発銀行、ユニセフ等は教育協力の実施 に意欲的であ
り、実際 に世銀やアジア開発銀行の支援で作成 された途上国の教育計画は、多 くの問題
点 を総合的に捕 らえた包括的な もので、教育協力の基礎 として尊重 されている。幾多の
問題 を抱 えなが らも教育協力は、冷戦後の世界秩序の形成の基礎 として、また、地球規
模 の問題解決の基盤 として引続 き活発 に行 われている。
ただ、最近 は教育開発 の領域 として90年の「万人のための教育」直後の基礎教育一辺倒
の論調 は少な くな り、95年の世銀の教育ポ リシーペーパーにも見 られるように技術教育
・高等教育 も含めたバランスの取れた教育 開発 に向か っている と思われる。26)例えば世
銀 とJICAは共同で高等教育お よび中等教育 に関する地域会議を行 ったが(92年、93年)、
これは東 アジア、東南 アジアの経済発展が進んでいること、この地域の教育開発が技術
教育 ・高等教育分野であることと無 関係 ではないだろう。
途上国の教育開発計画は国際的な教育思潮に非常 に敏感である。それは、途上国の教 .
育行政担当者 と国際機関(ユネスコや世銀)との人的ネッ トワークが非常に緊密であるこ
とと、教育計画の立案 に当たってこうした機関からの支援があるか らである。27)
(2)日本の国際教育協力への取組み
日本の教育協力の実績 としては、『我が国の政府開発援助』〈ODA白書)にあるように9
6年は5.6%と、90年代 に入ってはじめて6%を 割 り込 んだ。お)金額は9億3千 万 ドルで
ある。2国 間ODAに しめる教育援助の割合 は、円借款 の額が大 きいために、円借款案
件が行 われると大 きく増加する。96年の円借款 は184億円で前年 と較べて346億円減少 し
ているため全体の割合が減少 した。円借款 は一件あた りの金額が大 きいため年ごとの変
動が大 きく、分野 ごとの傾 向は5年 ごとの平均 で見ることになっているが、5年 ごとの
平均では一環 して教育 は増加傾 向にある。技術協力や無償資金協力には減少傾 向は見 ら
れない。ODA白書では職業訓練分野 を教育 に含めていないが、職業訓練 は全体 のほぼ
2%で あるため、国際的な基準 では 日本の教育援助 は8%前 後 で推移 してい ると見るの
が妥当であろう。
JICA「開発 と教育分野別援助研究会」(飯田経夫座長)の提言は我が国の教育援助 を20
00年までに15%に引 き上げるべ きであるとしている。29)この数字は国際的な動向 を踏 ま
えたものであるが、国際的お よび国内的な教育援助 をめ ぐる動向か ら判断 して15%とい
う目標 を2000年までに達成で きる可能性 は低い。 しか も、98年度予算 においては財政改
革の一環 としてODA10%削減の方針が打出 されている。そのため金額的 な減少 は避 け
られないが、教育分野の中でも無償資金協力 ・技術協力の増加傾向は次 に述べる理由に
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よって今後 も継続 して行 くと考 えられる。
①無償資金協力による学校建設の増加
90年代に入ってか ら、小学校建設やそれに伴 う教員養成学校、教員研修施設 に対す
る要請が増加 している。これは各国の教育 開発計画に対す る協調支援の中で、 日本の
スキームに見あったもの として要請 される場合が多 くなったか らである。 また増加傾
向にある草の根無償 は、小学校建設 をはじめとする教育施設に対する援助が多い。
②教育分野の開発調査
開発調査 は道路、上下水道 など経済インフラのハー ドの分野が主流であ り、ソフ ト
面は現在極めて限 られた分野(放送教育な ど)でしか行われていなかった。 しか し、今
後 は国際的な教育援助増加 のために教育開発計画、地域学校建設計画等 の開発調査 の
要請が なされるようになる。 日本 には教育分野のマス タープラン策定な どのノウハ ウ
は少ないが、今後重 要な分野になることは間違いない。97年にJICA開発調査協力部
において研究会が発足 し、教育開発調査の可能性 と実施方法が検討 されている。
③新たに援助が開始 される国への教育援助
イ ン ドシナ、東欧、南アフリカ、パ レスチナ等の国々への援助が拡大 されている。
ラオス、カンボディアは基礎教育、その他 の国で は職業教育、高等教育、産業技術教
育分野等、人造 り協力 に対する要請が強い。
(3)日本の国際教育協力の課題
国際教育協力 は90年代 になって大 きな広が りを見せているが、具体的な援助 の実施 に
あたっては、いろいろな問題が浮 き彫 りになっている。例えば、93年12月に行 われた世
銀 ・JICA中等教育セ ミナーでは途上国か らの参加者 か ら教育分野への資金貸付 けの是
非 について問題提起があった。債務超過 で構造調整 を行 わざるを得ない国に対す るこれ
以上の教育セクターローンははた して有効かという疑問である。ここでは今後 の日本の
教育協力.ヒの課題 として社会的弱者 に対する教育をどうするのか と言う点 と途上国の教
育 システム全体への支援の必要性 を指摘 してお きたい。
①杜会 的弱者 に対す る教育
「万人のための教育」が政策的 に優先 されたことか ら初等教育就学率がその国の教
育水準 を決める最 も重要な指標 になっている。 しか し、教育のあ り方は多様 であるべ
きであ り、すべ ての国で初等教育の完全普及のみ を最優先教育政策とすることは、か
ならず しも有効 ではない。教育開発 は初等、中等、高等、 さらにはノンフォーマル教
育 をも含めた総合的施策 として計画 されるべ きであ り、援助 されるべ きである。
すべての国民 に対 する教育機会の提供 とは、一般的 な教育機会の平等 にとどまらず、
これ まで教育機会 に恵まれなかった人々の教育ニーズ を掘 り起 こし、それに応 えるこ
とも大 きな課題 である。開発途上国の多 くは複合民族国家 として少数民族 を抱 えてお
り、 また、女性 や障害者の教育が進んでいない。 こうした社会的弱者 に対する教育機
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会の提供 は非常 に限られている。初等教育の普及率の上昇 とともに質 的な充実 と弱者
に対する配慮が必要 とされる。
② システム としての援助の必要性
途上国のカリキュラムや評価 ・テス トは、初等教育から高等教育にいたるまで旧宗
主国のものを踏襲 している場合が多い。現状 のままで教育評価やテス トの近代化(コ
ンピュー タ化 など)を援助す ることは、教育援助の本来の 目的か ら外れ ることになり
かねない。こうした状況 を改善する手立て としてカリキュラム開発や教科書作成の援
助 も行われている。 しか しなが ら、 カリキ ュラムやテス トは資格 の認定や留学のシス
テム と結びついてお り、一国だけを変化 させ ることは無用な混乱 を招 きやすい。また、
教科書の作成 と配付 は、効果の高い援助 として評価 されているが、印刷 ・運送 ・保管
などが能率的に運用 出来 ない場合にはなかなか実際の普及 に結びつかない。この よう
に教育分野 においては、ひとつの事実だけを改善す ることは、困難であ り、かえって
全体の発展 にとってマイナス要因にな りかねない。教育 システム全体 に配慮 しなが ら
援助す る視点が求め られている。それゆえに一つの課題への集中的支援 よりア ドバ イ
ザー型の支援が必要 とされるのである。。
4.教育協力 は成功 したのか
国際教育協力の評価 に関 しては2つ の見方がある。ひ とつは「過去30年、40年を顧 み
て、 この教育 は保健 ・衛生 ・医療 とともに、最 も進歩 した領域であった。開発 の多 くの
なかで、EducationはHealthについで進歩発展 した分野であ る」30)とい う見方 である。
世銀 を中心 とした教育経済学者 は、公教 育(特 に基礎教育)の拡大に よって幅広い経済
的な便益が得 られることを強調 して、基礎教育分野の支援 をさらに拡大するべ きである
と主張 している。3ユ)社会的収益率および個人収益 率はサブ ・サハラ ・アフリカやアジア
では初等教育が最 も高 いことが知 られている ことから、31)教育の一層の普及 によって開
発途上国の課題解決の基盤が形成 されるとす る立場である。 また一方では、開発途上国
の教育開発の失敗 を指摘する声 もある。その代表 として トダロ(1997)を取上げたい。32)
トダロの『開発経済学』(EconomicDevelopment6thEdiUon1997)は40ケ国以上で開発経
済学の教科書 として利用 され、我が国においても国際開発 の分野の基本 図書 として大 き
な影響力 を持 っているからである。
(1)開発経済学か らの反論
トダロは教育・開発 について次の様 に指摘 している。開発途上地域 において過去30年あ
ま りの間に教育支出として数千億 ドルが費やされたが「平均的市民 の苦境 は少 しも改善
されなかった」。 この責任 を公教育 の失敗 として非難す ることは不当であるが、次 の様
に言うことはできる。「教育の機会の見境 のない量的拡大 を支持するため に初期のころ主
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張 されていたこと、つまり経済成長 を加速するだろうとか、 とくに貧 しい人々の生活水
準 を向上させ、すべての人に広 く平等 な雇用の機会を創 出 し、異なる民族や種族の人々
を教化 し、r近代的』な行動姿勢 を奨励するであろ うなどとい う主張 は、非常 に誇張 され
た ものであ り、単 に間違いであったことを認めなければならない」。33)
トダロの疑問をDAC新 開発戦略 に即 して敷術すれば、2015年までに初等教育 を普及
させ る理由 として挙 げ られている「基本的な識字お よび計算能力の修得 は、貧困 を削減
し、経済的 ・政治的 ・文化 的な社会生活に人々が参加するための最 も重要 な条件である」
とい うことが本当なのか、 という疑問である。2005年までに初等 ・中等教育 における男
女差 の解消 は「公正 と公立 を促進する手段」になりうるのか、 とい うことである。鋤
(2)トダロに対する反論
トダロに言わせれば、教育 開発や教育援助 を語る際には次 のような問題提起に答 えな
くてはならないのである。
問1:教 育は本当に経済成長 を加速す るのか。
問2:教 育の普及 によって人々の生活水準 は向上す るのか。
問3:広 く平等な雇用の機会 は教育によって創出 され るのか。
問4:異 なる民族や種族の融和 は教育に よって可能 なのか。
問1に 関 しては、すでに開発途上国のすべての子 どもが教育を受ける権利 を有 してお
り、それによって自己の可能性 を開花 させ、社会 に参加することが必要であることを第
1節において述べ た。このような経済成長か教育か とい う議論 は開発学においてすでに
意味のない問であることを指摘 したい。問2の 教育の普及 による生活水準の向上は、生
活水準 とはなにかが問われねばならない。教育 なき生活水準の向上が はた して意味のあ
るものなのだろうか。生活水準 の向上 には教育 の普及が含 まれねばならないであろ う。
問題 は問3の 教育 による平等な雇用 の創 出、そ して問4民 族や種族の融和が教育によっ
て可能かという疑問である。
この二つの点に関 して検討 してみよう。 トダロはこの ような問 を提出す ることによっ
て、開発途上国における不平等な雇用や民族対立 を教育が助長 しているのではないかと
問 うている。教育 開発が こう言 った批判 を受ける理由 としては教育制度の持つ社会依存
性 と保守的な性格 を上げることがで きる。
教育制度はファガー リン ドら(1989)や米村明(1986)が指摘 しているように、政治/政
府、社会/家 族、経済/企 業の3つ の力関係で決め られる。35)また、教育 と社会の関係
は、「教育 は社会によって生みだ され るが、教育 の成果は社会 に影響 を与 え、 さらにそ
れが教育に影響 を与 える」ように相補 的ない しは双方 向的な関係 にある。36)
それゆえに教育制度はその社会構造 を反映 し、その社会 や経済的構造を強化 ・再生す
'る側面がある
。デ ューイが指摘するように、教育 とは「その社会集団 に広 く行 きわたっ
ている関心や目的や観念 を共有するに至る まで、経験の質 を変 えて行 くこと」であ り、
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「ある社会集団が未成熟 な成員 をそれ独 自の杜会的形式へ と育て上 げて行 く」ものだか
らである。37)これは社会の継続性 と言 う点から考 えて当然のことである。人類は他の生
物 と異な り生物的のみな らず精神的にも再生産 をす ることが必要だからである。
こうした教育の持つ保守的な傾 向は、 その持 っている社会的な機能か らして必然的 な
ものである。同時に政治、経済、社会の在 り方が教育制度 を規定することか ら、それぞ
れが変化することで教育 も変 り、教育が変化す ることによって、社会 も変革 されるので
ある。
教育制度が現存する杜会的な不平等 を固定化す る傾 向が あるこ とか ら、その ことに
よって教育開発の成功や失敗、さらには教育投資の不当性 を指摘することは違 った レベ
ルの問題 を混同 しているにす ぎない。開発途上国の教育制度が強 く不平等 を固定化す る
傾 向があるのは、教育が政治、経済、社会の不平等性 を表現 しているか らであ り、教育
その もの不当性の理 由にはな らないか らである。これ までの開発途上国の教育開発の努
力に対 して、社会の不十分な開発や民族間の紛争をもって指弾するのは不適切である。
トダロの言 ういわゆる「教育開発の失敗」は教育改革の必要性 こそ主張で きるが、教育投
資の過剰 を云々する理由にはならないことを指摘す る必要があろう。
5.国際教育協力論の構築にむけて一DAC新開発戦略の意味するもの一
(1)何が変ったのか
「万人のための教育」以降、DAC新開発戦略に至 るまで90年代 に教育の課題 は3つ の
段階を経て変化 した と考え られる。第1段 階は、既 に述べ たように「万人のための教育」
世界会議による「理念か ら政策課題」への変化である。 しか しなが ら、基礎教育の量的拡
大のなかで、学校施設 を増加 しても期待 した ように子 どもが来ない、 中途退学や落第が
多い、学業不振等、実際の学習が起 らないことが分 って きた。こうした背景の中で教育
協力の重点が「量か ら質」へ と変化 したのである。量的変化、即 ち教育の拡大 に対する疑
問 とそれに対す る検討 は既 に述べたので繰 り返 さないが、量的課題が終了 して質的課題
が浮上 してきたのではなく、量 と質のバランスが重要 になった と理解すべ きであろう。
これが第2段 階である。 こうした教育の質への配慮 は、インプッ トからアウ トプッ ト、
アウ トプッ トか らプロセスへ と視点 を移行 させ ることになる。なぜな らば、ここで言 わ
れている質とは子 どもの中での学習が どのようになされているかを問うものだか らであ
る。それゆえに、 この変化 は教育 を外か らでな く子 どもの内側 から、学習者 を中心 とし
て捉 らえ直す ことを意味 している。 これは「教育協力 における子 どもの発見」と言 うこと
がで きるであろう。
80年代後半か らWID(女性 と開発)の視点が開発 に取 入れ られるようにな り、「開発 に
おける女性の発見」が行われた。DAC新開発戦略のなかで男女格差 の解消 が課題 となっ
たことは、「社会的公平」が教育協力のなかで:重要 になって きたことを示 している。 これ
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が第3段 階である。社会的公平は教育の場に女性 をは じめ とする社会的弱者 を引 き入れ
ることと、弱者のおかれている社会的状況の変革をせまる教育の必要性の2つ の側面 を
持 っている。前者 はさまざまな弱者の地位 向上運動 と連動 して、公教育が弱者 にとって
平等 な機会 を提供 で きることをめざ しぐ後者 はカ リキュラムや教育内容 ・方法を女性や
社会的弱者の視点 か ら捉 らえ直すことを迫るものである。教育協力が学校教育の場 から
大 きく社会の場へ と踏出す必要性がでてきたのである。
国際教育協力は90年代 に入 ってか ら、基礎教育の普及が「理念 から政策課題」にな り、
学習の質をめざす 「教育協力 におけるこどもの発見」、そ して女性や社会的弱者の社会的
状況 を視野に入れた「社会的公平」という、3つ の課題 を担っていると言えよう。そ して、
それを表現 したのがDAC新 開発戦略の意味である。
(2)国際教育協力論の対応すべき領域
では現在、国際教育協力論が応 えなければな らない課題や領域は具体的 にはどうい う
ものであろ うか。
①格差 の増大 とニーズの多様化
タイやイン ドネシアは人口政策が軌道 にの り、人口増加率が急激 に減少 している。
こうした国では教育政策の中心は中等教育の拡充にある。一方では、内戦のために教
育が大 きく破壊 されている国 もある。教育に対するニーズは地域や国によって大 きな
変化 を持つ ことにな り、国際教育協力 の方策 は一層の多様性 を必要 としている。
こうした多様化 に対処するためには、長期的な視野 にたって調査研究 を行 う中で、
ニーズにそった新 たな援助 の方法の開発が期待 される。また、教育開発 にともなって
進行す る進学競争や学歴 インフ レに対応す るためには、企業 内教育やOJTをも視野
に入れ、これまで以上にマ クロな視点からの検討が国際教育協力論 に求め られる。
②教育 ・研究交流の活発化
東西対立が解消 したことから、国際的な教育交流、研究交流は一層活発 になり、留
学生や外国人教 師が増加する。それゆえ、国際教育協力の一環 として留学生研究が必
要 となる。
留学生の受入れに関 して頭脳流失が問題 となってお り、 ヨーロッパ を中心 に留学生
受入れ より、現地での高等教育支援が有効 である との意見 もある。 しか し、途上国の
高等教育の教員の育成には留学が不可欠である。謝
また、一方では、留学生による先進国の学問の直接 の移転 は、途上国 における研究
を一段 と低 く見る風土を醸造 している との批判 もある。39)国内の研究ニーズに目を向
けずに、先進国 を向いて研 究することを「国内頭脳流出」と呼 んでいるが、高等教育機
関の在 り方や研 究補助 とも関係する課題である。学歴 インフレの問題 と同様 に高等教
育分野の大 きな研究領域 と言 えよう。
③援助協調
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近年、援助機関の間で協調 して教育協力 を実施す るためのラウンドテーブルが開催
されるケースが多 くなった。これ まで我が国は個別領域での援助協調には必ず しも積
極的ではなかった。その理由 としては、現地に国際教育協力の専 門家がいない ことや、
協調的援助の気運が充分 でなか ったことが考 えられる。既に述べ たように教育協力、
特 に、基礎教育の協力には援助機関間の緊密な協調 ・連携が必要である。そのために
は教育行政 ・教育計画の専門家 を多 くの途上国の教育省 に派遣することと、 日本 から
専門家 を適宜、こうした会議 に派遣 できる体制整備が必要である。そ して研究者の養
成 と研究者 ・研究機関のネッ トワークの形成は現在の国際教育協力論 における最 も大
きな課題 である。
④社会的弱者 に対する教育
DAC新開発戦略 におけるすべ ての国民 に対する教育機会 の提供 とは、一般的 な教
育機会の平等に とどまらず、 これ まで教育機会 に恵まれなかった人々、つ まり社会的
弱者(女性、貧困層、障害者、先住民等)の教育ニーズ を掘 り起 こし、それに応 えるこ
とでな くてはな らない。先住民や障害者の教育が どのように行われているかが判断で
きる国際的な指標が必要である。 さらに多民族 ・多文化の視点が組込 まれ、「少数民族
への教育 も工夫されるべ きであろう。こうした新 しい困難 な課題への取組み を研 究す
ることは国際教育協力論の重要な領域である。
⑤国際教育協力の指標
97年5月のDAC開 発指標会議 において、教育の指標は、かな り整備 されているこ
とが指摘 されている。 しか し、これ までの指標 は量的な指標であ り、質的指標 は得る
ことが困難であった。これは質の定i義が難 しく測定が困難 だか らである。
ミンガー トMingat,P.(1994)によれば総就学率 とGNPに対す る教育費の割合 の間
には、ほとんど相関が見 られず、教育コス トを沢 山かけたからといって就学率は上が
らない。40)それ以外の要因が きいているのである。 しか し、コス トをかけている国の
方が教育の質が高い ことが考 えられるため、質を表現する指標が必要 とされている。
人間開発指標の ように幾つかの指標 糞組合 わせて新 しい教育の質 に関わるインデック
スを作成することが有効であろう。41)
広里恭史(1997)によると、アジア開発銀行では教育プロジェク トの審査 と評価 に際
してインプッ ト、プロセス、アウ トプッ ト、アウ トカムの4段 階 に分 けて、それぞれ
の要素 と指標 を一まとめにして検討 している。42)これは教育過程はインプッ ト(入力)
とアウ トプッ ト(出力)のみでは評価で きず、その過程 と社会的な評価が必要だからで
ある。 こうした新 たな教育指標の研究は国際教育協力論固有の領域である。
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おわりに
教育の普及 とはある達成 された状態 をさすのではな く、個人 と社会の中に生まれつつ
ある、ひとつの過程 を意味 している。つま り、教育 には終わ りがなく、教育の意味 は教
育 される過程の中にある。そ して、現実の教育、特に公教育 は歴史的に発展 し、国家や
民族の社会 を再生産 し、未来 を形成す るものである。教育はその国の未来 に関わる課題
であ り、教育開発計画、教育システム、教育内容 にかかわる政策決定はその国のオーナー
シップが直接的に発揮 されねばならない。教育内容 を決定す るのは、その国 自身である
が、カリキュラム改訂に必要な調査や研究、カリキュラム実施 に必要な機材や教員研修
等 は、支援の対象になる。それゆえに教育協力 を実施す るには相手国の社会、文化、歴
史、民族、宗教等に関する深い理解 と真摯な態度が必要である。こうした姿勢 を欠いた
教育協力 はその国の教育 の健全 な発展 を歪めることにな りかねないからである。それゆ
え国際教育協力論は学際的に行 われねばならないことが要請 される。
国際教育協力論 の現実的な課題の一つは、わが国 をはじめとす る世界 の国際教育協力
の方針お よび実施体制へ の寄与であるが、同時 に教育協力 の実践 をとお して学ぶことが
重要である。なぜな ら、教育協力は常 にあるべ き教育を共に志向するものだからである。
国際教育協力は開発途上国をフィール ドとして、そこの人々との共同作業である。,こう
した教育実践 はわが国の教育に も大 きな影響 を与 え、さらに、国際的な教育の思潮 をも
動か し得 るのである。
国際教育協力の現状 と方向性 をDAC新 開発戦略の目標 を軸 に検討 し、 さらに、国際
教育協力論ない しは開発教育学の領域 を提案 した。国際教育協力の目指す ところは、そ
れぞれの国が 自国の教育 システムを充実 させ、 それぞれが相互 に交流 し、学び合 う関係
を構築す ることにあ る。
これ まで 日本においても多 くの国際教育協力が行 われ、現在 も行 われている。 しか し、
日本 にはこうした経験 を積み重ね、吟味する学 問領域が構築 されていなかった。国際教
育協力論 ない しは開発教育学 とい うべ き研究領域の確立が急がれ、多 くの領域の人々 と
の学際的共同作業が要請 されている。
(注)
1)「国際教育協力」は教育分野の国際協力 の意味 であ り、教育援助ない しは国際教育
開発 とほぼ同 じ意味合いで使用 してい る。ただ、国際教育協力 はODAの みならず
NGOや研 究協力 をも含 めた幅広 い意味合いがある。こうした国際教育協力 を研究
す る学問領域 として「国際教育協力論」を考えている。また、途上国の経済 を考える
のが開発経済学 とすれば途上国における教育を対象 とす る「開発教育学」とい う用語
が将来的には適 当であろう。DACは経済協力開発機構10ECDの開発援助委員会De一
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velopmentAssistanceCommitteeのこ とであ る。
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討 論 か ら大 き な示 唆 を得 て お り、阿 部義 章座 長(早 稲 田大 学教授)を は じめ とす る関
係 者 に感謝 す る次 第 で あ る。
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を占め てい る。教 育分 野 の含 まれ る社 会 イ ンフ ラ部 門 は全体 の27.3%と大 きな部 分
を占め て い る。教 育 分 野 のODAはDACの 平 均 はお お む ね15%前 後 で あ り、 ま た
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訳 明 治図書9ペ ー ジ)
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が 経済協 力 局 国際機 構 課 か ら発 表 されて い る。
18)浜野 隆(1995)「構 造調 整 下 にお け る教育 開発 政 策 一初等 教 育就 学 率 との 関連 を中
心 に一」 『国際協 力研 究 』第12巻2号
19)斎藤泰 雄(1995)「途 上国 におけ る初等 教 育 の発 展 段 階区分 試 論」 『国立 教育 研究 所研
究 集録 』 第31巻
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"EconomicDevelopment"6thedition(岡田 靖 夫 監 訳 『ト ダ ロ .M開 発 経 済 学 』 国
際 協 力 出 版 会1997>
21)Todaro,MichadP.(1997)前掲 書 邦 訳470ペ ー ジ
22)CoombsP.HandManzoor,A.(1974>"AttackingRuralPverty:HowNonfomlalEdu-
cationCanHelp,'JohnsHopkinsUniversityPress.
23)Dore,RonaldP.,(1976)`TheDiplomaDisease-Education,QualoficationandDeve1-
opment"GeorgeAllen&UnwinLtd.,London.(日本 語 訳 松 居 弘 道 訳 『学 歴 社 会
新 し い 文 明 病 』 岩 波 書 店1990)
24)Fagerhnd,1.andSaha,L.J.(1989)``EducationandNa丘onalDevelopment"Pergamon
Press.
25)CalcloughC.etaL(1990)``EducationforAllinLowhlcomeandAlusdngCountdes,
theChallengefor1990s"Dra£tdocumentPreparedfoftheWorldConf6renceon
EductionforAll,Jomtien,Thailad.
26)WorldBank(1995)前掲書
27)King,Kenneth(1991)前掲書
28)外務省(1997)前掲書174ペー ジ
29)JICA「開発 と教育分野別援助研究会」は92年9月に飯 田経夫氏 を座長 として発足 し、
約1年 かけて教育協力 に関する提言を作成 した。提言 は基本方針、重点分野、実施
上の留意点か らなる。基本方針 は次 の3点 である。
①教育援助 の拡大 を図る:こ れ まで日本の教育水準の高 さや教育 に対する関心の高 さ
にもかかわらず多 く見つ もって もODA全 体の約10%でしかなかった。そのため20
00年まで に1.5倍拡大 して15%に増大 させ る。
②基礎教育援助 を重視 する:基 礎教育の量的質的拡充はその重要性に鑑みて急務であ
る。 日本はこれまで、他の教育領域に比べ て少 なかったこともあ り、今後最 も重視
すべ き分野である。
③教育開発 の段階に応 じた援助 を実施す る:途 上国の教育援助のニーズは多様 である。
しか し、国際機関や援助機関は基礎教育重視の姿勢 を強めてお り、これ までの職業
技術教育 ・高等教育か ら急速 に援助対象 を基礎教育領域 にシフ トしている。一国の
教育開発 は各教育段階のバランスを考 え、被援助国の教育 開発全体 を視野 に入れ、
段階 に応 じた援助 を実施すべ きである。
この提言の主旨は、教育援助 は基礎教育分野を重点 として拡大する必要があ り、
これ まで実施 している高等教育や職業技術教育の援助 を減少 させることな く引続 き
実施 してい くい うことである。
重点分野 としては基礎教育 における理数科教育、女子教育、社会的弱者 に対す る
教育、ノンフォーマル教育 と理工系の高等教育が挙げ られている。さらに重点内容
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は教育 行 政の 強化 、教 師養 成、 カ リキ ュ ラム ・教 科 書 ・教材 開発 、 学校 施設 整備 の
4点 で ある。
教育 援助 実施 上 の留 意点 にはい くつ か上 げ られ てい るが 、そ の なか で 目 につ くの
は、教 育援 助 の ため の国 内的 、国 際的 な ネ ッ トワー クの構 築 を提 言 してい るこ とで
あ る。教育 援助 を拡大 す るに あ たって の ネ ックの ひ とつ は、 この分 野 の専 門家 が少
ない ことであ る。 しか し、 日本 の教 育研 究 の水準 は非常 に高 く、各教 育 分野 の学会
は活発 であ り論 文 の数 も多 い 。 これ まで こ う した教 育研 究 と教 育援 助 の実施 が 結 び
つい て いなか ったの であ る。 もちろ ん、教 育援 助 の実施 の適格 者 の リクル ー トは難
しい こ とを通 り越 して、適格 者 の数 が少 なす ぎて話 にな らな い とい う側 面 が あ った
こ とも確 かで あ ろ う。 近年 は 国際 開発 の大 学 院が相 次 いで設 立 され 、援 助研 究 が行
われ 、 その 中で教 育援 助 に関す る論 文 も増 加 してい る。 こ う した大 学 や研 究機 関へ
教 育援 助 情報 の提 供 を含 め た、緊 密 なネ ッ トワ ー クが構 築 され る必 要 があ る。
国際 開発 の 大学 ・大 学 院 に関 して は友松 篤 信(1998)「国際協 力 分 野 に お け る教 育
と人材 養 成」 『地 理 』1998年1月号 が 詳 しい 。
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39)Todaro,MichaelP.(1997)前掲 書 邦 訳486ペー ジ
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41)DACで は97年5月 に新 開発 戦略 に関 わ る指標 セ ミナー を行 い指 標 の 状 況 を検 討 し
た 。そ の結果 、幾 つ か の指標 をセ ッ トにす る こ とで 質的 な側面 を見 る こ との で きる
イ ンデ ックス の可 能性 を さ らに検 討 す る こ とにな った。98年2月16日 ～17日に2回
目の新 開発戦 略 に関わ る指標 セ ミナーが 開催 され た。そ こではCoreSetofhldica.
torsとして3分 野6領 域 の20の指標 が 設定 され た。教 育 分 野 の指標 と して は、初 等
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教育が、就学率 ・小学校修 了率 ・成人識字率 ・男女格差が、小 ・中学校就学率格差、
成人識字率へ男女格差の5つ の指標が入ることになった(OECD,DAC"CoreSet
ofIndicatorsofDevelopmentProgress"1998)。
42)広里恭史(1997)「社会開発プロジェク トー教育部門を中心 として」嘉数 ・吉 田編 『ア
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TowardaSciehceofInternationalAidtoEducation
-ThroughtheDiscussionofDACNewPolicyPaperr
Se勾iUTSUMI
Thisreseachpaperstudyconcemshowtocontributethestudiesofintemation奥leduca-
tionaidtotheimplementadonofeducationalODAandwhatkindsofstudiesneedfbr
futureactivetiesinthisfield.Forthesepurposes,thepaperdealswithvariousasp㏄ts
Imdtrendsoftheintema丘onaleducationcooperation.
Thefirstchapterdiscussaboutthemeaningoftheintemationaleducationcooperation,
namelyeducationandmodernization,economincaldevelopmentandeducation,worldcon一
艶renceofeducadonfbrall,OECDDACnewpolicypaper``Shaphlgthe21stCentuly:
TheContributionofDevelopmentCooperation".
ThesecondchapterdiscussaboutthesituationandproblemsofeducaUoninthedevel-
opingcountries.Itisincludedthestagnationofenrollmentratiosofprimaryschool,the
se亘oussituationofqualityofeducation,thewea㎞essofsecondaryandhighereducI麺ion,
muldculuturalandmultiratialeducation,thediff6rentialeducationdevelopmentbetw㏄n
urbanand川ral,thegenderdisparityineducationandthediplomadisease.
Thethirdchapterdiscuss血bout.thenewtrendsofintemationalaidtoeduction,孟n-
cludessituationandprob豆emsoftheJapaneseaidtoeducation.
Inthefburthchapter,itisdiscussedthattheeducationaldevelopmentinthethhd
countriesaresuccessornot.Somedevelopmenteconomistscriticizetheeducationalinves-
timentf田lingrowinguptheeconomincaldevelopmentahdlivingstandeardofpeople「3
1ifb.ButIheeducatiohis山eimportantpartoftheφevelopmentitself.Therefbre,we
couldnotmentionthesuccessoftheinvestimentfbreducationaccordingastheeconomi-
nalasSesmentonly.
Themaindisc面onpointsarewhatisthereacenttrendsofintemationalaidtoeduca-
donafterEFAandwhatkindofimpactcomef亡olntheDACnewpolicypaper(Chapten5).
Thetrendofinternationalaidtoedu6ationhasthrees紀psafter1990.Thefierststep
isthedhectimpactoftheEFA,namelytheunivesalprimaryeduca‡ionb㏄omeapolicy
mattersofimp韮emen重ation丘Dmεheslogam.TheSecond .stepistheteachingandle㎜ 一
illgquah丘esbecomethemostimpo此antissueintheeducationaid.Thethirdstepisthe
genderequityandtheeducationofmarginalpeople.
Thelastpointistheimpactcomingf士omtheDACnewpolicypaper.Inthatpaper,
thereisasetoftargetgoals,namelyinthefieldofeconomicalwell-being,socialde一.
velopmentandenviromentalsustinavilityandregeneration・
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Theeducationalgoalsareasfbllow.
①ThereshouldbeuniversalpdmalyeducaUoninallcoun㎞esby2015.
②ProgresstowardgenderequaHtyandtheempowementofwomenshouldbedem6n-
stratedbyeliminatinggenderdisparityinprimaryandsecondaryeducationby2005.
Now,toincludethegenderequalityintheDACtargetmeansthattheeducationalaid
shouldhavethemoresocialaspectwhichneedsmoreaccurateassesmentfortheplan-
ningandimplementationofaneducadonpr(オect.Ascienceofintemationalaidto.educa-
tion.ordevelopmentalpedagogyarerequestedinthesetrends.
